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３．農業生産構造の改革
（担い手への農地集積・集約化等）
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① 地域内の分散し錯綜した農地利用を整理し担い手ごとに集約化する必要がある場合
や、耕作放棄地等について、農地中間管理機構が借り受け

② 農地中間管理機構は、必要な場合には、基盤整備等の条件整備を行い、
担い手（法人経営・大規模家族経営・集落営農・企業）がまとまりのある形で農地を利用
できるよう配慮して、貸付け

③ 農地中間管理機構は、当該農地について農地としての管理

④ 農地中間管理機構は、その業務の一部を市町村等に委託し、農地中間管理機構を中
心とする関係者の総力で農地集積・耕作放棄地解消を推進

出

し

手 借受け

受

け

手
貸付け

農地中間管理機構の整備・活用 （法整備・予算措置・現場の話合いをセットで推進）

農地中間管理機構 （農地集積バンク）
（都道府県に１つ）

政策の展開方向

農地中間管理機構を活用して、担い手への農地の集積が進められている

○ 今後10年間で、担い手の農地利用が全農地の８割を占める農業構造を実現（農地の集積・集約化でコスト削減）

目 標

地域内の分散・錯綜した農地利用 担い手ごとに集約化した農地利用

Ａ

Ｂ Ｃ

農地の集積・集約化でコスト削減

農地の集約（イメージ）

（１）農業生産構造の改革
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（２）農業生産構造の改革

担い手への農地集積は再び進展傾向にある

目 標
(H35年に８割) 農地中間管理機構の取扱実績

（累積転貸面積）

全耕地面積に占める担い手の利用面積のシェア
（機構以外によるものを含む）

○ 農地中間管理機構が活動を開始した平成26年度以降、担い手の利用面積（機構以外
によるものを含む。）のシェアは再び上昇に転じ、29年度には4.1万㏊増加。35年度
目標（シェア８割）の達成に向け、更なる加速化が必要
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（３）農業生産構造の改革
認定農業者※は近年横ばい傾向

認定農業者の推移
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239,286 246,105 249,369 246,475
237,522 233,386 231,101 238,443 242,304

246,085

資料：農林水産省経営局経営政策課調べ

※ 認定農業者とは、農業経営基盤強化促進法に基づき、農業者が５年後の経営改善目標を記載した農業経営改善計画を作成し、
市町村が作成する基本構想に照らして、市町村が認定する制度

○ 平成29年3月末現在の認定農業者数は、24万2,304経営体となり、前年と比べ、
3,781経営体減少

○ また、認定農業者のうちの法人の数は、前年と比べて1,650法人増加し、2万2,182
法人
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（４）集落営農数と法人の割合
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（５）農業生産構造の改革

若年新規就農者は近年、増加傾向にある

○ 平成28年の新規就農者数は６万150人となり、うち49歳以下の若手新規就農者は2万2,050人と
36.7％を占める

○ 「2023年に40代以下の農業従事者を40万人に拡大」する目標が掲げられる中、49歳以下の新規
就農者数は３年連続で２万人を超えており、近年、新規雇用就農者が増加傾向となっている

○ 将来の担い手として期待される40代以下の若い就農者は、２万人前後で推移。近年、新規就農
施策の効果により新規参入者が大幅に増加

49歳以下の新規就農者

（新規就農者数（平成28年）） （就農形態別の推移）
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（６）一般法人の農業参入の動向
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